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地盤物性値のばらつきの影響確認のための 

地震応答解析に用いるコンクリートの材料定数について 

 

 

地盤物性値のばらつきに係る影響確認用床応答スペクトルの作成にあたっては、地震応

答解析に用いるコンクリートの材料定数について、以下を使用する。 

 

設計基準強度 

Fc(N/mm2) 

ヤング係数 

E(N/mm2) 

ポアソン比 

ν 

22.1 

↓ 

1.4×22.1 

2.21×104 

↓ 

1.12＊1×2.21×104 

0.20 

 

＊1：（1.4Fc/60）1/3と（Fc/60）1/3の比 

 → コンクリートのヤング係数は、3.35×104×（γ/24）2×（Fc/60）1/3で算出される

（鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説）。γはコンクリートの気乾単位体積重

量、Fcはコンクリートの設計基準強度である。 

 

 

高速実験炉原子炉施設（「常陽」）の原子炉建物及び原子炉附属建物、主冷却機建物の地

震応答解析モデルの諸定数のうち、コンクリートのヤング係数は、鉄筋コンクリート構造

計算規準・同解説の第 5条の材料の定数に示されている以下の式より算出している。 

 

ヤング係数（N/mm2）=3.35×104×(γ/24)2×(Fc/60)1/3 

γ：コンクリートの気乾単位体積重量（kN/m3）で、特に調査しない場合は 24

から 1.0 を減じたものとすることができる。 

Fc：コンクリートの設計基準強度（N/mm2） 

 

一般に、コンクリート強度は、打ち込みから 14日程度まで大きく強度が上昇する。ま

た、材齢 28日から 91 日までについて、コンクリート強度の上昇が継続し、更に、材齢 1

年以上の長期において緩やかに上昇する傾向がある(1),(2),(3),(4),(5)。 

 

高速実験炉「常陽」の建築工事では、日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説 

JASS5 鉄筋コンクリート工事」（以下「JASS5」という。）に基づき品質管理を行ってお

り、コンクリート打設の際にフレッシュコンクリートから採取したコア供試体の材齢 28
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日における圧縮強度（以下「4週強度」という。）について、JASS5で定められた方法及び

頻度により試験を実施している。建設時のコンクリート強度管理は、4週強度が設計基準

強度（原子炉建物及び原子炉附属建物：225kg/cm2、主冷却機建物：210kg/cm2）以上とし

ている。 

原子炉建物及び原子炉附属建物、主冷却機建物の建設時におけるコンクリート強度管理

データを下表に示す。コンクリート強度の平均値は、コンクリートの設計基準強度 Fcの

1.4倍を上回る。なお、前述したように、コンクリート強度は、材齢 28日以降も上昇が継

続する。現時点におけるコンクリート強度は、設計基準強度 Fcの 1.4倍を、さらに上回

るものと推定できる。 

 

 

 

また、「原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基

準：2015」(6)では、コンクリート実強度の標準的なデータベースとしてコンクリート実強

度の平均値は設計基準強度の 1.4倍であり、統計値としてこの値を用いてもよいとしてい

る。 

 

以上より、地盤物性値のばらつきに係る影響確認用床応答スペクトルの作成において地

震応答解析に用いるコンクリートの材料定数として、建物のコンクリート強度について、

建設時のコンクリート強度管理データの 4週強度の平均値を用いることは妥当であり、地

盤物性値のばらつきによる影響確認においては、コンクリート強度を、設計基準強度 Fc

の 1.4倍とし、ヤング係数を設定するものとした。 
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